
平成 14年 3月期 中間決算短信 (連結)  平成 13年11月26日

上   場   会   社   名     マルハ株式会社 上場取引所　東 大 名 福

コード番号      1333 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 経営企画部広報室長 東京都

　　　　　　  氏　　        名　　　　多田 啓一 TEL (03) 3216 - 0821
決算取締役会開催日　　平成 13年 11月 26日

親会社名　　   　     （コード番号：　      ） 親会社における当社の株式保有比率：　        　％

米国会計基準採用の有無　　　　　　　無

１. 13年 9月中間期の連結業績(平成 13年 4月 1日 ～ 平成 13年 9月 30日）

(1)連結経営成績 (注)金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

13年 9月中間期 418,112 △ 4.6 5,347 △ 32.5 5,571 △ 28.5

12年 9月中間期 438,111 － 7,923 － 7,788 －

13年 3月期 891,117 10,896 10,449

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭

13年 9月中間期 1,501 21.6 5.00 －

12年 9月中間期 1,234 － 4.11 －

13年 3月期 8,320 27.73 －

(注)①持分法投資損益　　　　　 　13年 9月中間期　272百万円　12年 9月中間期 △135百万円 　13年 3月期    104 百万円    

     ②期中平均株式数（連結）　　13年 9月中間期　299,999,274株　12年 9月中間期　299,998,605株　13年 3月期　299,998,874株

     ③会計処理の方法の変更　　無

     ④売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)連結財政状態

百万円 百万円 ％ 円　　銭

13年 9月中間期 510,611 30,418 6.0 101.39

12年 9月中間期 542,461 21,403 3.9 71.34

13年 3月期 504,249 30,272 6.0 100.91

(注)　期末発行済株式数（連結）　13年 9月中間期　299,999,417株　12年 9月中間期　299,999,004株　13年 3月期　299,999,327株

(3)連結キャッシュ･フローの状況

百万円 百万円 百万円 百万円

13年 9月中間期 △ 7,387 6,290 738 21,701

12年 9月中間期 △ 13,293 △ 8,032 16,461 22,206

13年 3月期 3,386 13,130 △ 21,804 21,948

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項

    連結子会社数  82　社   持分法適用非連結子会社数　2　社   持分法適用関連会社数　10　社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況

    連結(新規） 1 社  (除外） 1 社   持分法(新規） 1 社  (除外）－　社

２. 14年 3月期の連結業績予想　( 平成 13年 4月 1日  ～  平成 14年 3月 31日 )

　
百万円 百万円 百万円

880,000 9,000 2,500

(参考）１株当たり予想当期純利益(通期）   8 円 33 銭 

売　　上　　高 経　常　利　益 当　期　純　利　益

通　　期

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物

期　末　残　高
営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

総  資  産 株  主  資　本 株主資本比率 １株当たり株主資本

  
(当期）純利益 中間(当期）純利益

売    上    高 営  業  利  益 経  常  利  益

潜在株式調整後１株当たり１ 株 当 た り中間
中間(当期）純利益
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  当企業集団は、マルハ株式会社（当社）及び子会社１４７社、関連会社５７社により構成されており、事業は
水産事業、加工食品事業、保管・物流事業、その他これらに附帯する事業を営んでおります。
  主な事業内容と当社及び関係会社の当該事業にかかる位置付け、及び事業の種類別セグメントとの関連は、次
のとおりであります。

大都魚類㈱、神港魚類㈱ 他　９社

※３ 境港魚市場㈱ 他  １社

※２､※４     ４社

太洋冷蔵㈱ 他  ８社 Western Alaska Fisheries,Inc. 他 ３社

※３ 観音寺海産㈱ ※１ Western Alaska Investment 他 １社

※２､※４     ４社 Corporation

※３ Westward Fishing Company

※２､※４  　７社

大洋エーアンドエフ㈱ 他  １社 Supreme Alaska Seafoods,Inc. 他 ４社

※２､※４     ６社 ※３ 舟山興業有限公司 他 ２社

※２､※４  １４社

塩水港精糖㈱ 他　９社 Kingfisher Holdings Limited 他 ３社

※３ 南西糖業㈱ 他  １社 ※２､※４  １８社

※２､※４     ９社

新日本コールド㈱ 他  ６社

※２､※４   　９社

日新タンカー㈱ 他  １社 New Eastern Limited 他 ２社

※２､※４     ５社

その他

大洋飼料㈱ 他２０社 Maruha Capital Investment,Inc. 他 ３社

※３ 北海道飼料㈱

  ３２社    ２社

（注）

無印 全８２社

※１ 全  ２社

※２ 全６３社

※３ 全１０社

※４ 全４７社

子会社のうち上場している会社：大都魚類㈱（東証２部）、塩水港精糖㈱（東証２部）、神港魚類㈱（大証２部）

加工食品事業

荷受業

１. 企 業 集 団 の 状 況

魚介類販売業

漁業漁業

そ

の

他

の

事

業

物流

国  内  ･  海  外  ユ  ー  ザ  ー

マ

ル

ハ

株

式

会

社

水

産

事

業

加

工

食

品

事

業

加工食品事業

保管

物流

魚介類販売業

関連会社で持分法適用会社

関連会社

（対象が一部の会社の場合を含む）

製品の供給及び役務の提供

保

管

・

物

流

事

業

原料･製品

非連結子会社

連結子会社

※２､※４ ※２､※４

非連結子会社で持分法適用会社 サービス等

その他
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２．経  営  方  針 

 

１．経営の基本方針 

 

グローバルスタンダードが問われ連結経営の時代を迎えた今日、「グループ経営の強化」はもとよ

り「企業の役割と責任の明確化」が、重要な経営課題となっております。    

          

当社及び当社グループは、「健康・本物・簡便を旨とする「食」の提供により社会に貢献する」こ

とを経営理念とし、「お客様に驚きと感動を提供するフード・ワンダーランド・マルハ」の実現を目

指して以下の経営方針に基づいて事業活動を行ってまいります。    

 

・常にオープンでフェアな企業活動に努め社会から信頼される企業を目指し、広く食品を扱う企業と

して環境にも留意し常に「健康」と「安心」を提供してまいります。また、世界の国や地域の文化

を尊重し、国の内外を問わず、社会に貢献する企業を目指してまいります。   

       

・経営管理の集中と事業の分権化を明確にすることによって迅速な意思決定を図り､競争力・資産効率

を向上させながらグループ連結利益の最大化を実現してまいります。 

 

・「水産事業」「加工食品事業」「保管・物流事業」をコア事業、「医薬・健康食品事業」を将来の

コア事業とすべく経営資源を積極的に投入してまいります。 

 

以上の経営方針に基づいた事業活動を通じ、皆様のご期待に沿うべく安定かつ適切な配当の継続に

努めてまいります。 

 

２．中長期的な経営戦略 

 

「水産事業」、「加工食品事業」、「保管・物流事業」、「その他の事業」、それぞれのセグメン

トが最大の利益を生み出せるよう経営資源の適切な配分を行ってまいります。 

ＩＴ （情報技術）活用による効率的な事業運営を推進していくとともに、デフレ環境下でも安定し

た収益確保ができるように以下の諸施策を行ってまいります。 

 

水産事業 

 

・漁業 

国際的な規制、各種漁業協定の変化の中で厳しい環境下にありますが、経済合理性を追求しながら

維持に努めてまいります。 

 

・商事／海外合弁事業 

グローバルな事業展開をもとに、「世界の魚屋」として海外での販売にも注力し、国内外のニーズ

に対応できる効率的な体制を構築してまいります。 

 

・荷受 

市場流通の強みを生かした事業展開を強化するとともに、一層の効率運営を追及してまいります。 
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加工食品事業 

原料・資材の効率調達、工場稼働率の更なる改善、海外生産比率の向上等により収益体制を強化し

てまいりますとともに、消費者の皆様のニーズにあった製品を提供してまいります。 

特に「低温度帯食品」に注力してまいります。 

 

保管・物流事業 

 

保有設備の効率運営を進めるとともに、物流型冷蔵庫への転換等付加価値の向上を図ってまいりま

す。 

 

その他の事業 

 

業容の見直しを通じ効率的な事業運営と収益力の強化を図ります。 

 

 

３．経  営  成  績 

１．当中間期の概況 

 

 当中間期におけるわが国の経済は、海外経済の減速のもと、輸出と生産は急激な減少を続け、企業

業績の悪化などから設備投資も減少しました。また、失業率の上昇や賃金の減少などは個人消費のマ

インドに悪影響を与え、需要の弱さに起因する物価下落の傾向が強まりました。 

 このような状況のなかで当社グループ(当社、連結子会社及び持分法適用会社)は、ローコストオペ

レーションに努め、効率的生産・販売に注力するとともに財務体質の改善を図りました。 

 しかしながら、デフレ傾向による販売価格の下落、販売競争の激化による販売関係費用の増加の影

響を受け、当連結中間期の連結売上高は４１８，１１２百万円（前期比４．６％減）、営業利益は     

５，３４７百万円（前期比３２．５％減）、経常利益は５，５７１百万円（前期比２８．５％減）と

なりましたが、中間純利益は不動産の流動化などにより１，５０１百万円（前期比２１．６％増）と

なりました。 

 

 事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

 

水産事業 

 売上高は２９３，８５３百万円（前期比３．３％減）と若干の減少に止まりましたが、低価格化の

影響を受け、販売費・一般管理費の削減に努めましたものの、営業利益は４，５６８百万円（前期比

３０．５％減）となりました。 

 

加工食品事業 

 低価格化、販売競争の激化の影響を強く受け、売上高は７５，０３７百万円（前期比１３．７％減）、

営業利益は△４５百万円（前期比１０３．２％減）となりました。 

 

保管・物流事業 

 売上高は１２，２６６百万円（前期比６．９％減）となりましたが、営業費用の圧縮により、営業

利益は、１，２２７百万円（前期比２１．５％増）となりました。 
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その他の事業 

 売上高は３６，９５５百万円（前期比８．６％増）となり、営業利益は９１９百万円（前期比     

９８．５％増）となりました。 

 

所在地別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

 

日  本 

 デフレ傾向による低価格化、販売競争の激化により売上高は３９４，６９８百万円、営業利益は  

４,８０８百万円となりました。 

 

北  米 

 魚卵の市況が堅調に推移し、売上高は９,８７５百万円、営業利益は１，３８４百万円となりました。 

 

ヨーロッパ 

 缶詰及び砂糖の取扱いの減少により売上高は５，９２５百万円、営業利益は△９３７百万円となり

ました。 

 

東南アジア 

 生産・販売ともに概ね堅調に推移し、売上高は７，３０８百万円、営業利益は５３４百万円となり

ました。 

 

その他の地域 

 漁獲物の当社に対する売上が中心となるため、売上高は３０５百万円にとどまりますが、えびの漁

獲好調、ローコストオペレーションにより営業利益は８０９百万円となりました。 

 

 

２．通期の見通し 

 

 金融緩和措置等の経済対策が講じられてはいますが、下期においても米国経済をはじめとする世界

経済、株価、個人消費の回復は望めず、デフレ傾向にも歯止めはかからず、厳しい環境が続くと思わ

れます。 

 このような見通しのもと、当社グループ(当社、連結子会社及び持分法適用会社)は、前記経営戦略

に基づき、連結経営を推進してまいります。 

 短期的には、低価格化に耐えうるローコストオペレーションの継続により、平成１４年３月期の業

績予想につきましては、売上高８８０，０００百万円、経常利益９,０００百万円、当期純利益     

２，５００百万円を見込んでおります。 



(a)中間連結貸借対照表
期　　 　　別　

  科         目 構成比 構成比 構成比

Ⅰ    　%    　%    　%
1. 23,240 22,213 23,628
2. 97,369 82,430 77,035
3. 15,467 4,134 17,058
4. 86,647
5. 44,578 3,944 3,301
6. 3,369 3,395 3,358
7. 3,258 3,039 1,964
8. 18,730 18,267 18,470

△ 3,851 △ 1,922 △ 4,470
56.0 45.0 45.0

Ⅱ
1. 有 形 固 定 資 産
(1) 66,533 58,722 62,182
(2) 21,752 18,893 21,528
(3) 67,312 63,786 66,408
(4) 1,388 1,954 834
(5) 7,003 30.2 6,587 29.4 6,504 31.2
2. 無 形 固 定 資 産 2,731 0.5 2,545 0.5 2,783 0.6
3. 投資その他の資産
(1) 37,179 46,000 35,390
(2) 10,164 65,630 65,088
(3) 14,019 16,116 14,654
(4) 19,501 31,583 27,081

△ 8,638 13.3 △ 31,013 25.1 △ 25,200 23.2
44.0 55.0 55.0

Ⅲ 14 0.0 0 0.0 0 0.0
100.0 100.0 100.0

Ⅰ
1. 49,832 42,620 43,388
2.
3. 1,965 1,543 1,134
4. 2,850 2,751 2,599
5. 17 161 97
6. 26,453 27,148 26,551

67.7 68.0 66.8
Ⅱ
1.
2. 4,222 3,731 3,816
3. 11,990 11,757 11,516
4. 234 257 254
5. 13,711 10,889 11,549

24.5 22.0 23.4
92.2 90.0 90.2

20,869 3.9 20,185 4.0 19,230 3.8

Ⅰ 15,000 2.8 15,000 2.9 15,000 3.0
Ⅱ 110 0.0 110 0.0 110 0.0
Ⅲ 11,020 2.0 19,255 3.8 18,824 3.7
Ⅳ 1,469 0.2 △ 1,212 △ 0.2 228 0.1
Ⅴ △ 6,195 △ 1.1 △ 2,734 △ 0.5 △ 3,891 △ 0.8 

21,403 30,418 30,272
Ⅵ △ 0 △ 0.0 △ 0 △ 0.0 △ 0 △ 0.0 

21,403 3.9 30,418 6.0 30,272 6.0

そ の 他

４．中 間 連 結 財 務 諸 表 等

固 定 資 産

（ 資  産  の  部 ）

建 物 及 び 構 築 物
機械装置及び運搬具

繰 延 税 金 資 産

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受取手形及び売掛金
有 価 証 券
た な 卸 資 産
前 渡 金
短 期 貸 付 金

固 定 資 産 合 計

そ の 他
貸 倒 引 当 金
流 動 資 産 合 計

長 期 貸 付 金

土 地
建 設 仮 勘 定

繰 延 資 産

投 資 有 価 証 券

そ の 他
貸 倒 引 当 金

繰 延 税 金 資 産

資 産 合 計

（ 負　債  の  部 ）
流 動 負 債
支払手形及び買掛金
短 期 借 入 金
未 払 法 人 税 等
賞 与 引 当 金

長 期 借 入 金

そ の 他
流 動 負 債 合 計

繰 延 税 金 負 債

繰 延 税 金 負 債
退 職 給 付 引 当 金

固 定 負 債

（ 資  本  の  部 ）
資 本 金

特 別 修 繕 引 当 金
そ の 他
固 定 負 債 合 計
負 債 合 計

（少 数 株 主 持 分）
少 数 株 主 持 分

自 己 株 式
資 本 合 計

負 債 、 少 数 株 主 持 分
及 び 資 本 合 計 100.0100.0542,461 510,611

資 本 準 備 金
連 結 剰 余 金

その他有価証券評価差額金

為 替 換 算 調 整 勘 定

金　　　　　額金　　　　　額
平成１３年９月３０日現在平成１２年９月３０日現在

前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末

（単位 百万円）
前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
平成１３年３月３１日現在
金　　　　　額

100.0

117,895
454,747

504,249

263,079

336,851

303,498 229,803 226,993

101,334 94,300

149,943

128,318

157,458163,989

238,948

542,461

117,01372,227
280,807

510,611

277,256

504,249

500,189
112,575
460,007

90,758

132,791

286,278 273,206

102,633 85,940

367,397 347,432
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(b)中間連結損益計算書 (単位 百万円）

  科         目 百分比 百分比 百分比
 %  %  % 

Ⅰ 100.0 100.0 100.0 

Ⅱ 88.2 89.2 89.4 

11.8 10.8 10.6 

Ⅲ
1. 2,921 3,050 6,175

2. 2,192 2,010 4,150

3. 5,169 5,391 10,972

4. 4,277 2,112 6,331

5. 507 9 330

6. 10,345 9,440 22,065

7. 2,023 1,984 1,949

8. 2,137 2,014 4,200

9. 1,131 1,385 2,865

10. 705 648 1,471

11. 406 393 847

12. 11,755 10.0 11,248 9.5 22,312 9.4 

7,923 1.8 5,347 1.3 10,896 1.2 

Ⅳ
1. 2,978 1,837 5,987

2. 322 426 635

3. 14 1 11

4. 73 425 553

5. － 272 104

6. 1,913 5,303 1.2 1,190 4,151 1.0 3,380 10,673 1.2 

Ⅴ
1. 4,745 3,282 9,498

2. 10 8 2

3. 135 － － 

4. 547 5,438 1.2 636 3,927 0.9 1,619 11,120 1.2 

7,788 1.8 5,571 1.3 10,449 1.2 

Ⅵ
1. 106 28 99

2. 7 3,598 18,538

3. 457 571 0.1 781 4,408 1.1 9,308 27,946 3.1 

Ⅶ
1. 42 57 797

2. 324 241 571

3. 1,778 730 2,662

4. 327 7 1,039

5. 1,746 3,570 19,484

6. 1,881 － 2,065

7. 1,447 7,550 1.7 1,879 6,488 1.6 3,097 29,718 3.3 

810 0.2 3,491 0.8 8,677 1.0 

2,472 0.6 1,741 0.4 2,610 0.3 

△ 2,853 △ 0.7 △ 1,263 △ 0.3 △ 1,192 △ 0.1 

42 0.0 － 1,060 0.1 

－ 1,512 0.4 － 

1,234 0.3 1,501 0.4 8,320 0.9

891,117

796,546

94,570

前連結会計年度の

自 平成１２年４月　１日
至 平成１３年３月３１日
金         額

要約連結損益計算書

前 期 損 益 修 正 益

45,038

39,690

期         別　

売 上 高

売 上 総 利 益

販 売 手 数 料

386,615

438,111

51,496

支 払 利 息

受 取 配 当 金

経 常 利 益

雑 収 入

営 業 外 費 用

自 平成１３年４月　１日自 平成１２年４月　１日

金         額

83,67343,572

そ の 他

少 数 株 主 利 益
少 数 株 主 損 失

受 取 利 息

固 定 資 産 売 却 益

特 別 利 益

そ の 他

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

販売費及び一般管理費

広告宣伝及び販売促進費

福 利 費

貸 倒 損 失

外 国 為 替 差 益

持 分 法 に よる 投資 損失
雑 支 出

退 職 給 付 引当 金繰 入額

営 業 利 益

営 業 外 収 益

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

至 平成１２年９月３０日

発 送 配 達 費

売 上 原 価

至 平成１３年９月３０日
金         額

418,112

保 管 料

373,074

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

法人税、住民税及び事業税

固 定 資 産 処 分 損

有 価 証 券 売 却 益

減 価 償 却 費

持 分 法 に よる 投資 利益

研 究 開 発 費

そ の 他

特 別 損 失

投 資 有 価 証 券 評 価 損

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益

賞 与 引 当 金 繰 入 額
従 業 員 給 与

法 人 税 等 調 整 額

前 期 損 益 修 正 損

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

税金等調整前中間（当期）純利益

退 職 給 付 引当 金繰 入額
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(c)中間連結剰余金計算書 (単位 百万円）

Ⅰ 7,804 18,824 7,804

Ⅱ

1. 2,960 2,960 － － 3,679 3,679

Ⅲ

1. 899 899 899

2. 79 76 79

( 1 ) ( 0 ） ( 1 )

Ⅳ 1,234 1,501 8,320

Ⅴ 11,020 19,255 18,824

－ 979

金　          額

3.
持 分 法 適 用 会 社 の

－ 979 94 1,070

連結子会社の増資による持分
の 変 動 に 伴 う 増 加 高

連 結 剰 余 金 中 間
期 末 （ 期 末 ） 残 高

（ う ち 監 査 役 賞 与 ）

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益

増 加 に 伴 う 減 少 高

配 当 金

役 員 賞 与

連 結 剰 余 金 減 少 高

至 平成１３年３月３１日

連 結 剰 余 金 期 首 残 高

連 結 剰 余 金 増 加 高

金　          額 金　          額

至 平成１２年９月３０日

自 平成１２年４月  １日自 平成１３年４月  １日

至 平成１３年９月３０日

自 平成１２年４月  １日

要約連結剰余金計算書

前連結会計年度の期　　 　　別　

  科         目

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間
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(ｄ)中間連結キャッシュ・フロー計算書 （単位 百万円）

期　　　別

　科 　　目

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

税 金 等 調 整 前 中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 810 3,491 8,677

減 価 償 却 費 5,411 4,647 10,393

貸 倒 引 当 金 の 増 加 額 2,341 3,316 17,996

退 職 給 与 引 当 金 の 減 少 額 △ 9,461 － △ 9,461

退 職 給 付 引 当 金 の 増 加 額 11,990 245 11,516

受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △ 3,301 △ 2,263 △ 6,622

支 払 利 息 4,745 3,282 9,498

有 価 証 券 売 却 益 △ 14 △ 1 △ 11

有 形 固 定 資 産 売 却 損 益 240 △ 3,421 △ 18,274

投 資 有 価 証 券 評 価 損 1,778 730 2,662

売 上 債 権 の 増 加 額 ま た は 減 少 額 △ 13,515 △ 6,949 166

た な 卸 資 産 の 増 加 額 △ 16,683 △ 7,426 △ 6,991

そ の 他 流 動 資 産 の 増 加 額 ま た は 減 少 額 △ 3,667 △ 1,047 678

仕 入 債 務 の 増 加 額 ま た は 減 少 額 6,929 △ 696 818

そ の 他 流 動 負 債 の 増 加 額 5,466 571 3,833

そ の 他 △ 2,596 △ 961 △ 15,943

小 計 △ 9,524 △ 6,480 8,936

法 人 税 等 の 支 払 額 △ 3,768 △ 906 △ 5,549

△ 13,293 △ 7,387 3,386

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 △ 4,361 △ 2,409 △ 6,129

有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入 1,513 2,043 1,679

投 資 有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 △ 1,009 △ 2,387 △ 1,912

投 資 有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入 1,334 362 1,354

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による収入 － － 8,747

有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △ 6,475 △ 4,335 △ 8,621

有 形 固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入 166 11,606 23,262

貸 付 け に よ る 支 出 △ 2,328 △ 3,034 △ 9,346

貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入 1,638 3,119 4,871

利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 1,828 852 2,855

そ の 他 △ 338 473 △ 3,629

△ 8,032 6,290 13,130

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

短 期 借 入 金 の 増 減 額 17,679 11,421 △ 976

長 期 借 入 れ に よ る 収 入 31,975 14,579 47,694

長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 △ 30,291 △ 20,298 △ 61,958

社 債 の 償 還 に よ る 支 出 △ 200 － △ 200

配 当 金 の 支 払 額 △ 899 △ 899 △ 899

少 数 株 主 へ の 配 当 金 の 支 払 額 △ 363 △ 513 △ 401

利 息 の 支 払 額 △ 4,897 △ 3,550 △ 9,566

少 数 株 主 へ の 株 式 の 発 行 に よ る 収 入 3,459 － 4,505

そ の 他 0 0 0

16,461 738 △ 21,804

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 59 125 325

Ⅴ 現金及び現金同等物の減少額 △ 4,805 △ 233 △ 4,961

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 27,011 21,948 27,011

Ⅶ 連結除外による現金及び現金同等物減少額 － △ 12 △ 101

Ⅷ 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 22,206 21,701 21,948

至　平成１３年９月３０日

当中間連結会計期間前中間連結会計期間

自　平成１２年４月  １日 自　平成１３年４月  １日

営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

至　平成１２年９月３０日

キャッシュ・フロー計算書

前連結会計年度の要約

自　平成１２年４月  １日

至　平成１３年３月３１日
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《中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項》

１．連結の範囲に関する事項

(1) 連 結 子 会 社：８２社
主要会社名 大都魚類㈱、塩水港精糖㈱、大洋飼料㈱、大洋エーアンドエフ㈱、

新日本コールド㈱、神港魚類㈱

（新規） １社
・設立により子会社となったNEL（Delaware),Inc．

（除外） １社
・解散により除外した大洋ミンク㈱

(2) 非連結子会社 ：６５社　

  非連結子会社６５社は、いずれも小規模会社であり、合計の総資産、売上高、中間純損
益（持分に見合う額）及び剰余金（持分に見合う額）はいずれも中間連結財務諸表に重要
な影響を及ぼしていないため、連結の範囲から除外している。

２．持分法の適用に関する事項

：  ２社
会社名　　　　 Western Alaska Investment Corporation、WAFBO,Inc.

：１０社
主要会社名 南西糖業㈱、舟山興業有限公司

（新規） １社
・株式購入により関連会社になったマルハペットフード㈱

    持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社については中間連結純利益及び連結剰
  余金に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲か
  ら除外している。
    持分法適用会社のうち、中間決算日が中間連結決算日と異なる会社については、各社の中
  間会計期間に係る中間財務諸表を使用している。

３．連結子会社の中間決算日等に関する事項

　　連結子会社のうち、大都魚類㈱他57社の中間決算日は、中間連結決算日と一致している。
    ㈱横浜ベイスターズ、Western Alaska Fisheries,Inc.、New Eastern Limited、Taiyo
　Finance Europe Limited、Trans-Ocean Products,Inc.、Westward Seafoods,Inc.、
  Alyeska Seafoods,Inc.、Supreme Alaska Seafoods,Inc.、Taiyo (U.K.) Limited、
  Société Malgache de Pêcherie、Entreposto Frigorífico de Pesca de Moçambique,
  Limitada、Companhia de Pesca do Oceano Indico, Limitada、Société Malgache de
  Aquaculture、Maruha Capital Investment，Inc．、NEL（Delaware),Inc．の15社は
　中間決算日が6月30日、 ㈱エヌ・エー・コーポレイション、㈱エム・アンド・アソシエイツ、
　北九州興発㈱、 ㈱ベイコート月島の4社は中間決算日が7月31日のため、当該各社の中間決算
  日における中間財務諸表を使用し、中間連結決算日までの間に生じた重要な取引については
  連結上必要な調整を行っている。
    Gill & Duffus S.A.は中間決算日が12月31日、Kingfisher Holdings Ltd.、REL 
  Pacific Corporation、Granite Marine Holdings,Inc.、Southeast Asian Packaging 
  and Canning Limitedの4社の中間決算日が3月31日のため、中間連結決算日現在で実施した
  仮決算に基づく中間財務諸表を使用している。

持 分 法 適 用 非 連 結 子 会 社

持 分 法 適 用 関 連 会 社
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４．会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①   有価証券
    売買目的有価証券　　：　　時価法（売却原価は主として移動平均法により算定し
    　　　　　　　　　　　　　ている。）
    満期保有目的債券　　：　　償却原価法（定額法）
    子会社株式及び
　　　関連会社株式　　　：　　移動平均法による原価法
    その他有価証券
    　時価のあるもの　　：　　中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は
    　　　　　　　　　　　　　全部資本直入法により処理し、売却原価は主として移
    　　　　　　　　　　　　　動平均法により算定している。）
    　時価のないもの　　：　　移動平均法による原価法

②   デリバティブ　　　　　：　　時価法

③   たな卸資産
    製　　品  ：　主として先入先出法に基づく低価法
    商　　品  ：　主として総平均法に基づく低価法

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 　有形固定資産
  　減価償却資産は主として定率法を採用しているが、当社の一部及び一部の連結子会
  社では定額法を採用している。
    但し、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く。）については、
  定額法を採用している。
　　なお、主な耐用年数は以下の通りである。
　　建物及び構築物　　 2年～50年
　　機械装置及び運搬具 2年～17年

②   無形固定資産
    定額法を採用している。
    なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に
  基づく定額法を採用している。

(3) 重要な引当金の計上基準

①   貸倒引当金
    一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別
  に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。
 
② 　賞与引当金
  　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上してい
　る。

③ 　退職給付引当金
    従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金
  資産の見込額に基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認められる額
  を計上している。
　  なお、会計基準変更時差異（17,310百万円）については、主として15年による按分
  額を費用処理している。
    数理計算上の差異については、主としてその発生時の従業員の平均残存勤務期間以
　内の一定の年数（主として10年）による定額法により翌連結会計年度から費用処理す
　ることとしている。
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④   特別修繕引当金
    船舶の特別修繕に要する費用の支出に備えるため、将来の修繕見積額に基づき計上
  している。

(4) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

  外貨建金銭債権債務は、中間連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差
額は損益として処理している。なお、在外子会社等の資産及び負債は、主として中間連
結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨
に換算し、換算差額は少数株主持分及び資本の部における為替換算調整勘定に含めて計
上している。

(5) 重要なリース取引の処理方法

  リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取
引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

(6) 重要なヘッジ会計の方法

① 　ヘッジ会計の方法
　　繰延ヘッジ処理を採用している。また、金利スワップについて特例処理の条件を満
　たしている場合には特例処理を採用している。

② 　ヘッジ手段とヘッジ対象
　　ヘッジ手段　　：　　先物為替予約取引及び通貨オプション取引
　　ヘッジ対象　　：　　外貨建売上債権及び買入債務
　　ヘッジ手段　　：　　金利スワップ取引
　　ヘッジ対象　　：　　借入金利息

③ 　ヘッジ方針
　　主として当社の内部規程である「金融リスク管理検討会規程」に基づき、為替変動リ
　スク及び金利変動リスクをヘッジしている。

(7) 消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

５．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

  　中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、
  随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリス
　クしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなる。
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《注記事項》

〔中間連結貸借対照表関係〕

１．有形固定資産の減価償却累計額は、158,722百 １．有形固定資産の減価償却累計額は、149,949百 １．有形固定資産の減価償却累計額は、156,581百

　　万円である。 万円である。 　万円である。

２．担保資産及び担保付債務 ２．担保資産及び担保付債務 ２．担保資産及び担保付債務

　　担保に供している資産は次のとおりである。 　　担保に供している資産は次のとおりである。 　　担保に供している資産は次のとおりである。

百万円 （ 百万円 ） 百万円 （ 百万円 ） 百万円 （ 百万円 ）

有価証券 （ ） 有価証券 （ ） 有価証券 （ ）

無形固定資産 （ ） 無形固定資産 （ ） 無形固定資産 （ ）

建物及び構築物 （ ） 建物及び構築物 （ ） 建物及び構築物 （ ）

機械装置及び運搬具 （ ） 機械装置及び運搬具 （ ） 機械装置及び運搬具 （ ）

土地 （ ） 土地 （ ） 土地 （ ）

投資有価証券 （ ） 投資有価証券 （ ） 投資有価証券 （ ）

その他 （ ） その他 （ ） その他 （ ）

計 （ ） 計 （ ） 計 （ ）

担保付債務は次のとおりである。 担保付債務は次のとおりである。 担保付債務は次のとおりである。

百万円 （ 百万円 ） 百万円 （ 百万円 ） 百万円 （ 百万円 ）

短期借入金 （ ） 短期借入金 （ ） 短期借入金 （ ）

１年以内返済予定の １年以内返済予定の １年以内返済予定の

長期借入金 長期借入金 長期借入金

長期借入金 （ ） 長期借入金 （ ） 長期借入金 （ ）

その他 （ ） その他 （ ） その他 （ ）

計 （ ） 計 （ ） 計 （ ）

上記のうち（　）書は、工場財団、漁業財団を組 上記のうち（　）書は、工場財団、漁業財団を組 上記のうち（　）書は、工場財団、漁業財団を組

成しているものである。 成しているものである。 成しているものである。

３．保証債務 ３．保証債務 ３．保証債務

連結会社以外の会社の金融機関等からの借入 連結会社以外の会社の金融機関等からの借入 連結会社以外の会社の金融機関等からの借入

に対して債務保証を行っている。 に対して債務保証を行っている。 に対して債務保証を行っている。

百万円 百万円 百万円

Great American Lines, Inc. 太平洋製糖㈱ Great American Lines, Inc.

舟山興業有限公司 舟山興業有限公司 舟山興業有限公司

大岡船舶㈱ 他　20社 他　２４社

他　２１社 小 計 小 計

小 計 財形住宅ローン 財形住宅ローン

財形住宅ローン 合 計 合 計

合 計

（うち他社との共同保証によるもの） （ ） （うち他社との共同保証によるもの） （ ）

（うち他社との共同保証によるもの） （ ） （うち外貨建の保証によるもの） （うち外貨建の保証によるもの）

（うち外貨建の保証によるもの） 4,639千米ドル （ ） 4,869千米ドル （ ）

3,035千米ドル （ ）

その他の外貨 （ ）

計 （ ）

４．受取手形割引高は、1,407百万円である。 ４．受取手形割引高は、142百万円である。 ４．受取手形割引高は、412百万円である。

５．保有目的の変更のため、当中間期において、債券

等13,218百万円を「有価証券」から「投資有価証券」

に振替えている。

６．中間連結期末日満期手形の会計処理について ６．中間連結期末日満期手形の会計処理について ６．連結会計年度末日満期手形の会計処理につい

は、手形交換日をもって決済処理している。なお は、手形交換日をもって決済処理している。なお ては、手形交換日をもって決済処理している。な

当中間連結会計期間の末日は金融機関の休日 当中間連結会計期間の末日は金融機関の休日 お、当連結会計年度末日は金融機関の休日で

であったため、次の中間連結期末日満期手形が であったため、次の中間連結期末日満期手形が あったため、次の連結会計年度末日満期手形が

中間連結期末残高に含まれている。 中間連結期末残高に含まれている。 連結会計年度末日残高に含まれている。

受取手形 百万円 受取手形 百万円 受取手形 百万円

支払手形 百万円 支払手形 百万円 支払手形 百万円

　前連結会計年度

（平成１３年３月３１日現在）

）

603

2,732 382

42,223 28,980

3,663

64,553

54,399

1,310

8,089

103,430

5,3494,930

740

　前中間連結会計期間末

（平成１２年９月３０日現在）

3,525

600

　当中間連結会計期間末

（平成１３年９月３０日現在）

3,501

603

600

3,494

431

427

5,578

325

573

131,625

389

63

507

2,227

3,938

1,640

1,292

3,029

1,380

2,360

1,343

2,350

2,784

500

566

6,470

）

1,448

5,436

2,653

95,826 61,783

6,779

）

60,906

61,838

37,387 16,602

16,908 －

26,037 12,994

12,728

31,292 －

19,057 7,671

（ 7,325

135,393

17,13834,582

3,135 －

1,104 769

40,252 23,378

17,756 12,682

6,143

133,352

309

50,215

－

769

11,250

1,104

43,354

18,351

33,766

19,381

22,223

10,207

16,705

－

116,194 73,746

31,805 18,837

70,531 50,164

4,730 1,250

9,126 （

42,805

6,3769,391 （

20,747 15,104

14,290 －

1,104 769

3,988

59,315 40,570

600
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〔中間連結損益計算書関係〕

１．「前期損益修正」の内訳 １．「前期損益修正」の内訳

過年度原価修正額等である。 過年度原価修正額等である。

２．「固定資産売却益」の内訳 ２．「固定資産売却益」の内訳

　 土地売却益3,571百万円他である。 　 土地売却益18,498百万円他である。

３．（法人税等の表示方法） ３．（法人税等の表示方法）

同　　　　　　左

〔中間連結キャッシュ・フロー計算書関係〕

　　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成１２年９月３０日現在） （平成１３年９月３０日現在） （平成１３年３月３１日現在）

現金及び預金勘定 百万円 現金及び預金勘定 百万円 現金及び預金勘定 百万円

預入期間が３ヶ月を超える 預入期間が３ヶ月を超える 預入期間が３ヶ月を超える

定期預金 定期預金 定期預金

取得日から３ヶ月以内に償 取得日から３ヶ月以内に償 取得日から３ヶ月以内に償

還期限の到来する短期投 百万円 還期限の到来する短期投 還期限の到来する短期投 百万円

資（有価証券） 資（有価証券） 資（有価証券）

現金及び現金同等物 百万円 現金及び現金同等物 百万円 現金及び現金同等物 百万円

〔１株当たり情報〕

円 円 円

円 円 円

　なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利益 　なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利益 　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益

金額については、当社に新株引受権付社債及 金額については、当社に新株引受権付社債及 金額については、当社に新株引受権付社債及

び転換社債の発行がないため記載していない。 び転換社債の発行がないため記載していない。 び転換社債の発行がないため記載していない。

百万円

百万円

21,701

当中間連結会計期間

至　平成１３年９月３０日

当中間連結会計期間

自　平成１２年４月　１日 自　平成１３年４月　１日 

前中間連結会計期間

当中間連結会計期間における一部の連結子会
社の税金費用については、簡便法により計算し
ているため、法人税等調整額は、｢法人税、住民
税及び事業税｣に含めて表示している。

至　平成１２年９月３０日

21,948

百万円

前中間連結会計期間

自　平成１２年４月　１日 

23,628

△ 2,236

556

至　平成１３年３月３１日

前連結会計年度

前連結会計年度

自　平成１２年４月　１日 自　平成１２年４月　１日 自　平成１３年４月　１日 

22,206

△ 1,069百万円

23,240

△ 1,506

472

22,213

558

１株当たり純資産額

１株当たり中間純利益

自　平成１３年４月　１日 自　平成１２年４月　１日 

至　平成１２年９月３０日 至　平成１３年９月３０日 至　平成１３年３月３１日

至　平成１２年９月３０日 至　平成１３年９月３０日 至　平成１３年３月３１日

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度

自　平成１２年４月　１日 

１株当たり純資産額

１株当たり中間純利益

１株当たり純資産額 100.91

27.73

71.34

4.11

101.39

5.00 １株当たり当期純利益
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１．事業の種類別セグメント情報

前中間連結会計期間（自平成１２年４月１日　至平成１２年９月３０日） （単位　百万円）

(1)外部顧客に対する

売上高
(2)セグメント間の内部

売上高又は振替高
計

当中間連結会計期間（自平成１３年４月１日　至平成１３年９月３０日） （単位　百万円）

(1)外部顧客に対する

売上高
(2)セグメント間の内部

売上高又は振替高
計

前連結会計年度（自平成１２年４月１日　至平成１３年３月３１日） （単位　百万円）

(1)外部顧客に対する

売上高
(2)セグメント間の内部

売上高又は振替高
計

 (注) 1. 事業区分は主として内部管理上採用している区分によっている。
2. 各事業区分に属する主要製品
         事       業       区       分         主     要     製     品

漁業、魚介類販売業、荷受業 冷凍魚介・すり身・鮮魚

食品加工・販売業 缶詰･冷凍食品･その他の加工品･砂糖類
冷蔵・普通倉庫業、運送業
装飾品製造業、飼料製造業ほか 装飾品・飼料

3. 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、前中間連結会計期間１,523百万円、当中
間連結会計期間１,361百万円、前連結会計年度2,814百万円であり、その主なものは、親会社の総務・経理部門・研
究開発部門に係る費用である。

（事業区分の表示方法の変更）
　マルハグループの経営方針に基づく経営戦略の実行にあたり、４区分の事業区分のうち「食品加工事業」及び「物流事業」を前
連結会計年度より事業の実態を反映した、より適切なセグメントの名称の表示として、「加工食品事業」及び「保管・物流事業」
にそれぞれ表示方法を変更している。

その他の事業

５．セ グ メ ン ト 情 報

水 産 事 業

加工食品事業

(2,881)

保管・物流事業

149 13,778 10,896営 業 利 益 8,567 2,856 2,205
78,117 929,979 (49,758) 880,220営 業 費 用 644,746 177,223 29,891

52,640 (52,640)
653,313 180,080 32,096 78,267 943,757 (52,640) 891,117
24,018 14,696 6,427 7,499

70,768 891,117 891,117

売 上 高

629,295 165,384 25,668

消　　去 連　　結
事　　業 事　　業 事　　業 事　　業 又は全社
水　　産 加工食品 保管・物流 その他の

919 6,670

計

(1,323) 5,347営 業 利 益 4,568 △ 45 1,227
37,864 437,126 (24,360) 412,765営 業 費 用 302,988 81,985 14,287

25,684 (25,684)
307,557 81,939 15,515 38,784 443,796 (25,684) 418,112
13,704 6,902 3,248 1,828

36,955 418,112 418,112

売 上 高

293,853 75,037 12,266

計 消　　去 連　　結
事　　業 事　　業 事　　業 事　　業 又は全社
水　　産 加工食品

438,111
(35,099) 430,187
(1,533) 7,923

保管・物流 その他の

1,010 4636,568

(36,632)
(36,632)

103,239 14,960 39,675

86,967

2,797 6,11410,032

438,111

36,632

438,11113,173 34,024

17,687

売 上 高

消　　去
又は全社

連　　結
事　　業 事　　業

1,415

物　　流 その他の 計

104,655 15,971 40,138 474,744
465,287
9,456

営 業 費 用
営 業 利 益

食品加工水　　産
事　　業 事　　業

303,946

313,979
307,411
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２．所在地別セグメント情報

前中間連結会計期間（自平成１２年４月１日　至平成１２年９月３０日）
全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が９０％を超えているため、記載していない。

当中間連結会計期間（自平成１３年４月１日　至平成１３年９月３０日） （単位　百万円）

(1)外部顧客に対する

売上高
(2)セグメント間の内部
売上高又は振替高
計

前連結会計年度（自平成１２年４月１日　至平成１３年３月３１日） （単位　百万円）

(1)外部顧客に対する

売上高
(2)セグメント間の内部
売上高又は振替高
計

(注) 1. 国または地域の区分の方法は、地理的近接度によっている。
2. 日本以外の区分に属する主な国または地域

：アメリカ
：イギリス、スイス
：タイ
：マダガスカル、モザンビーク

3. 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、当中間連結会計期間1,361百万円、前連
結会計年度2,814百万円であり、その主なものは、親会社の総務・経理部門・研究開発部門等に係る費用である。

３．海外売上高

前中間連結会計期間（自平成１２年４月１日　至平成１２年９月３０日）
海外売上高が、連結売上高の10％未満であるため、記載していない。

当中間連結会計期間（自平成１３年４月１日　至平成１３年９月３０日）
海外売上高が、連結売上高の10％未満であるため、記載していない。

前連結会計年度（自平成１２年４月１日　至平成１３年３月３１日）
海外売上高が、連結売上高の10％未満であるため、記載していない。

北 米
ヨ ー ロ ッ パ
東 南 ア ジ ア
そ の 他 の 地 域

880,220
営 業 利 益 11,620 807 △ 544 1,209 382 13,475 (2,579) 10,896

14,392 6,021 910,182 (29,961)営 業 費 用 828,037 27,091 34,638
6,404 923,657 (32,540) 891,117839,657 27,899 34,094 15,601

891,117

1,602 13,339 9,696 2,850 5,052 32,540 (32,540)

12,751 1,352 891,117

売 上 高

838,055 14,560 24,397

その他の
計

消　　去
連　　結

地　　域 又は全社
日　　本 北　　米 ヨーロッパ 東南アジア

連　　結

△ 937 534 809 6,600

(21,774) 418,112
433,287 (20,521) 412,765

北　　米 ヨーロッパ 東南アジア 計

(1,253) 5,347
20,132 11,946 8,647 2,097
1,384

地　　域

418,112

11,642 5,082 1,874 2,602 21,774 (21,774)

390,462
4,808

又は全社

394,698

572

9,875 5,925 7,308 305 418,112

売 上 高

営 業 費 用

その他の 消　　去
日　　本

営 業 利 益

21,517395,271 11,008 9,182 2,907 439,887
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（単位　百万円）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められ １．リース物件の所有権が借主に移転すると認められ １．リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引 るもの以外のファイナンス・リース取引 るもの以外のファイナンス・リース取引

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額 （１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額 （１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額

相当額及び中間期末残高相当額 相当額及び中間期末残高相当額 相当額及び期末残高相当額

（２）未経過リース料中間期末残高相当額 （２）未経過リース料中間期末残高相当額 （２）未経過リース料期末残高相当額

合 計 合 計 合 計

（３）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息 （３）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息 （３）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息

相当額 相当額 相当額

（４）減価償却費相当額の算定方法 （４）減価償却費相当額の算定方法 （４）減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする 同左 同左

定額法によっている。

（５）利息相当額の算定方法 （５）利息相当額の算定方法 （５）利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額の 同左 同左

差額を利息相当額とし、各期への配分方法につ

いては、利息法によっている。

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引

未経過リース料 未経過リース料 未経過リース料

合 計 合 計 合 計

至　平成１２年９月３０日 至　平成１３年９月３０日 至　平成１３年３月３１日

６．リース取引関係

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度

自　平成１２年４月　１日 自　平成１３年４月　１日 自　平成１２年４月　１日 

取得価額

相 当 額

減価償却期末残高

累 計 額

相 当 額相 当 額

2,876 1,333 1,543工具器具備品

そ の 他

合 計

2,775

5,651

1,415 1,360

2,748 2,903

取得価額減価償却中間期末

累 計 額残 高

相 当 額相 当 額相 当 額

工具器具備品 2,796 1,463 1,333

そ の 他 2,716 1,473 1,243

合 計 5,513 2,937 2,576

取得価額減価償却中間期末

累 計 額残 高

相 当 額相 当 額相 当 額

工具器具備品 2,740 1,258 1,482

そ の 他 2,607 1,277 1,329

合 計 5,347 2,535 2,812

975

2,085

3,060

１ 年 以 内

１ 年 超

2,977

１ 年 以 内 1,022

１ 年 超 2,196

3,218

１ 年 以 内 1,031

１ 年 超 1,946

133

577

511

61

支 払 リ ー ス 料

減価償却費相当額

支払利息相当額

1,174

1,044

１ 年 超 150

245

１ 年 以 内１ 年 以 内 94 2,095

１ 年 超 15,035

17,130 17,559

１ 年 以 内 2,016

１ 年 超 15,543

支 払 リ ー ス 料

減価償却費相当額

支払利息相当額

支 払 リ ー ス 料

減価償却費相当額

支払利息相当額

545

482

63
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Ⅰ　前中間連結会計期間（平成１２年９月３０日現在）

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの
（単位　百万円）

①国債・地方債等
②社債
③その他

２．その他有価証券で時価のあるもの
（単位　百万円）

　
①株式
②債券
国債・地方債等
社債
その他
③その他

３．時価のない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額
（１）満期保有目的の債券

（２）その他有価証券
非上場株式（店頭売買株式を除く） 百万円
非上場外国債券 百万円
投資信託 百万円

Ⅱ　当中間連結会計期間（平成１３年９月３０日現在）

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの
（単位　百万円）

①国債・地方債等
②社債
③その他

２．その他有価証券で時価のあるもの
（単位　百万円）

　
①株式
②債券
国債・地方債等
社債
その他
③その他

３．時価のない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額
（１）満期保有目的の債券

（２）その他有価証券
非上場株式（店頭売買株式を除く） 百万円
非上場外国債券 百万円

有 価 証 券

有 価 証 券

8,762
3,000
1,033

－ －
25,018 4,465

0 △0
－ －

336 △ 3
合　計 340 336 △ 3

－ － －

取得原価 中間連結貸借対照表計上額 差　額

－ － －
340

中間連結貸借対照表計上額 時　価 差　額

－
5,415

△0
－
0

10,322

合　計 37,113 35,493

9,701
3,000

△ 1,621
101 101 0

10,322
－
5,415

21,275 19,654 △ 1,621
取得原価 中間連結貸借対照表計上額 差　額

340 347 7
合　計 340 347 7

－ － －
－ － －

中間連結貸借対照表計上額 時　価

4,465

0

25,001

15

差　額

合　計

20,536

15
1
－
－

20,552

７．有 価 証 券
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Ⅲ　前連結会計年度（平成１３年３月３１日現在）

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの
（単位　百万円）

①国債・地方債等
②社債
③その他

２．その他有価証券で時価のあるもの
（単位　百万円）

　
①株式
②債券
国債・地方債等
社債
その他
③その他

３．時価のない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額
（１）満期保有目的の債券

（２）その他有価証券
非上場株式（店頭売買株式を除く） 百万円
非上場外国債券 百万円
投資信託 百万円

連結貸借対照表計上額 時　価 差　額
－ － －
－ － －
340 341 1

合　計 340 341 1

21,232 22,898 1,666
取得原価 連結貸借対照表計上額 差　額

15 15 0

1,097

－ － －
合　計 21,247 22,913 1,666

－

9,028
3,000

－

有 価 証 券

－
－ － －
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（単位　百万円）

区
分
為替予約取引
通 売建
貨 米ドル
関 その他通貨
係 買建
米ドル
その他通貨

金利スワップ取引
金 支払固定・
利 受取変動
関金利キャップ取引
係 買建

砂糖先物取引
商 売建
買建
砂糖先渡取引
売建

品 買建
砂糖オプション取引
売建
コール

関 （オプション料）
プット
（オプション料）
買建

係 コール
（オプション料）
プット
（オプション料）

＜通貨関係＞
１．時価の算定方法
（為替予約取引）
中間期末（期末）の時価は先物相場を使用している。

２．外貨建債権債務等に先物為替予約が付されていることにより決済時における円貨額が確定している外貨建金銭債権債務等で、中間連結
貸借対照表（連結貸借対照表）に当該円貨額により計上しているものについては、開示の対象外としている。

３．ヘッジ会計が適用されているものについては、記載対象から除いている。

＜金利関係＞
１．時価の算定方法
主たる金融機関から提示された価格によっている。

２．ヘッジ会計が適用されているものについては、記載対象から除いている。

＜商品関係＞
１．時価の算定方法
（砂糖先物取引）
取引所の中間期末（期末）価格を使用している。
（砂糖先渡取引）
当該受渡時期における取引所の中間期末（期末）価格を使用している。
（砂糖オプション取引）
取引所の中間期末（期末）価格を使用している。

２．ヘッジ会計が適用されているものについては、記載対象から除いている。

－ －
－
－(1) (1) (0)

53

－ － －3,115 0 0－ － －

合　計

－ － －
－

８．デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

－ 6－ － 249 － － 39 －

(0) (0)－ － － (0)
5

69
(2) (0) (△ 2)

－

(7)(1) (1) (0) － － － (11) (4)
194

(1)
29 －
(98) (134) (△ 36) (8) (9) (3)(15) (12)

148 491

2545 － －141 － －小　計 － －

1,0311,454 1,710 256

1,165

897 △ 134－ － －
－ － －－ － －681 685 △ 4

1,000

128
4,155 4,357 △ 202 3,941 3,384

△ 12△ 9 － △ 8小　計 1,200 △ 9

5,3084,673 4,801 4,652 △ 6563,838 3,326 △ 512
556 6,256 5,458 798

△ 8 △ 12

－－ 117－

422
41

－

1,284

885
126

－
－ △ 7－ 3
－ －
1,359 75

132 △ 6
961 △ 76

1,200 △ 9 △ 9 1,000

422 0
37 4

444
－

443 △ 1
－ －

△ 12△ 9 1,000 △ 12△ 9

6,335 137
57 △0

評価損益

1,923 △ 18
52 △0

契約額等 評価損益取引の種類 時価時価

小　計

時価 評価損益

1,905
52

契約額等 契約額等

6,198
58

前連結会計年度
（平成1３年３月３１日現在）

前中間連結会計期間
（平成１２年９月３０日現在）

当中間連結会計期間
(平成１３年９月３０日現在)
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（１）生産・仕入　実績 （単位  百万円）

事業の種類別セグメントの名称 平成１２年４月 1日　
平成１３年３月31日）

（２）販売実績 （単位  百万円）

事業の種類別セグメントの名称 平成１２年４月 1日　
平成１３年３月31日）

９．生産・仕入、販売の状況 

そ の 他 の 事 業 34,024 36,955

合 計 438,111 418,112 891,117

70,768

保 管 ・ 物 流 事 業 13,173 12,266 25,668

加 工 食 品 事 業 86,967 75,037 165,384

水 産 事 業 303,946 293,853 629,295

 （自　平成１２年４月 １日　  （自　平成１３年４月 １日　
　至　平成１２年９月30日） 　至　平成１３年９月30日）

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度

合 計 401,065 380,008

12,198

121,410

24,830

62,170 54,435

前連結会計年度

297,498 599,110

前中間連結会計期間
 （自　平成１２年４月 １日　
　至　平成１２年９月30日）

当中間連結会計期間

285,279

 （自　平成１３年４月 １日　
　至　平成１３年９月30日）

そ の 他 の 事 業

12,955

水 産 事 業

加 工 食 品 事 業

保 管 ・ 物 流 事 業

28,441 28,094

 至
(自

(自
 至

58,987

804,338
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